Management Advice of Outside Director in light of the purport of Article 2(xv)(a) of the Companies Act by 村上 誠











































































─ 8 】は独立社外取締役を 2名以上選任すべきであるとしており、東証に
上場する内国会社において 2名以上の独立社外取締役を置く会社の割合は
















60　　早法 94 巻 3 号（2019）
ドシップ・コード」（2017年改訂）は、社外取締役や独立社外取締役につい
て直接規定しているわけではないが、その【指針 5 ─ 2 】で「議決権行使






















（ 5）　東証・前掲注（ 4）、 4 頁。東証「東証上場会社コーポレート・ガバナンス白
書2017」74頁。




（ 7）　会社法第331条第 3 項及び第 6 項、第362条第 2 項第 2 号、第399条の 2 第 3 項
第 1号、第400条第 3項及び第 4項、第404条第 2項第 1号等参照。































62　　早法 94 巻 3 号（2019）
て明示している。また、【原則 4 ─ 8 】は、「独立社外取締役は会社の持続
的な成長と中長期的な企業価値の向上に寄与するように役割・責務を果た
すべきであり、上場会社はそのような資質を十分に備えた独立社外取締役





































































































































































































































































（23）　「中間試案」第 2部第 2の 1 ①ただし書き（前掲注（12）・中間試案10頁）及び













































































































































































































































































78　　早法 94 巻 3 号（2019）
規定ぶりと併せて、社外取締役の経営助言機能を重視した「企業統治改
革」が志向されているように思われる。本稿では、会社法第 2条第15号イ
の規制趣旨を踏まえ、社外取締役の助言行為の態様によっては「自己監
督」の問題が生じることを指摘してきたが、「自己監督」の問題はCGコ
ードの主要な目的である「上場会社の透明・公正かつ迅速・果断な意思決
定を促す効果」にも影を落とすことを看過してはならない。CGコードは
【基本原則 4】「考え方」のなかで、いわゆる「経営判断原則」に触れなが
ら、独立社外取締役の存在とその活用が、意思決定過程の合理性の担保に
寄与することを説明し、CGコードが「上場会社の透明・公正かつ迅速・
果断な意思決定を促す効果」を持つことへの期待を示しているが、頼みの
独立社外取締役が「自己監督」の状況にある場合には、理論上は意思決定
過程の合理性を担保する役割を果たせないことになる。つまり、社外取締
役の経営助言機能を重視すればするほど、この点で深刻な論理矛盾を抱え
ることになる。
　上場会社が 3種類の機関設計のいずれを採用したとしても、その会社で
コーポレートガバナンスが実効的に機能するか否かは、その運用にかかっ
ていることは論を俟たないが、監査等委員会設置会社が監査役会設置会社
よりも経営監督という点で優れた機関設計であるとの受け止めも多い。し
かし、監査等委員会設置会社における社外取締役が経営助言機能を期待し
て招聘された者のみで構成され、実際に監督上の助言を超えて経営判断の
形成に関与する場合、極論すれば当該会社には業務執行者から独立した経
営監督者が存在しないということになり、社外取締役を置かない監査役会
設置会社よりも、理論上は経営監督機能に劣るということになってしま
う。社外取締役の設置が進み、さらに取締役会全体に占める比率も増加傾
向にあるという点からは、我が国の「企業統治改革」は進展していると言
えるが、社外取締役の第一義的機能は経営監督機能であることを再確認す
べき時期に来ているのかもしれない。
